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35災害復旧費12
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県債に関する令和 2 年度末における現在高及び令和 3 年度末
における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　　　分
令 和 2 年 度 末

現　 在　 高

令　  和　  3　  年　  度　  中　  増　  減　  見　  込　  額
令 和 3 年 度 末

現 在 高 見 込 額 
起　　債　　見　　込　　額 元　金　償　還　見　込　額

補正前の額 補　正　額 補正後の額 補正前の額 補　正　額 補正後の額

1 普 通 債
　⑴ 土 木
　⑵ 農 林 水 産
　⑶ 教 育
　⑷ 公 営 住 宅
　⑸ 保 健 福 祉
　⑹ 警 察
　⑺ そ の 他
2 災 害 復 旧 債
　⑴ 土 木
　⑵ 農 林 水 産
　⑶ そ の 他
3 国 直 轄 事 業 債
　⑴ 直 轄 事 業
4 そ の 他
　⑴ 特 別 地 方 債
　⑵ 枠 外 債
　⑶ 減 税 補 塡 債
　⑷ 臨 時 税 収 補 塡 債
　⑸ 臨 時 財 政 対 策 債
　⑹ 退 職 手 当 債
　⑺ 減 収 補 塡 債
　⑻ 調 整 債
　⑼ 第三セクター等改革推進債

773,010,708
503,352,030
74,632,139
60,147,515
12,971,890
56,355,354
20,731,717
44,820,063
6,738,130
5,977,478

349,363
411,289

270,702,117
270,702,117

1,072,233,241
348,805

5,313,408
22,413,975

593,672
910,003,576
71,671,998
50,507,581

774,345
10,605,881

50,238,800
31,067,700
4,368,000
4,880,400

737,000
1,810,100
3,235,800
4,139,800

536,700
504,800
31,900

−
19,546,900
19,546,900
94,033,500

−
33,500

−
−

90,000,000
4,000,000

−
−
−

9,629,100
8,233,300
1,202,600

−
−
−
−

193,200
41,900
41,900

−
−

7,882,800
7,882,800

−
−
−
−
−
−
−
−
−
−

59,867,900
39,301,000
5,570,600
4,880,400

737,000
1,810,100
3,235,800
4,333,000

578,600
546,700
31,900

−
27,429,700
27,429,700
94,033,500

−
33,500

−
−

90,000,000
4,000,000

−
−
−

54,159,287
33,893,955
4,591,999
4,423,466
1,260,859
4,764,242

986,983
4,237,783

489,737
420,467
19,589
49,681

19,447,667
19,447,667
61,478,295

76,145
630,561

2,839,422
84,810

49,871,622
3,407,000
1,990,600

40,755
2,537,380

−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−

54,159,287
33,893,955
4,591,999
4,423,466
1,260,859
4,764,242

986,983
4,237,783

489,737
420,467
19,589
49,681

19,447,667
19,447,667
61,478,295

76,145
630,561

2,839,422
84,810

49,871,622
3,407,000
1,990,600

40,755
2,537,380

778,719,321
508,759,075
75,610,740
60,604,449
12,448,031
53,401,212
22,980,534
44,915,280
6,826,993
6,103,711

361,674
361,608

278,684,150
278,684,150

1,104,788,446
272,660

4,716,347
19,574,553

508,862
950,131,954
72,264,998
48,516,981

733,590
8,068,501

合　　　　　　　計 2,122,684,196 164,355,900 17,553,800 181,909,700 135,574,986 − 135,574,986 2,169,018,910

（単位　千円）

（C） （Ａ＋Ｂ−Ｃ）（B）（A）
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企 業 会 計



千円千円

令和 3 年度　茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計補正予算実施計画

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

千円千円 千円

款 項 目 補正前の額 補　正　額 計 備　　　　　　　　考

1 資 本 的 収 入 779,618 680,875 1,460,493

1 国 庫 補 助 金 256,250 226,975 483,225

1 国 庫 補 助 金 256,250 226,975 483,225

2 企 業 債 512,500 453,900 966,400

1 企 業 債 512,500 453,900 966,400

収　　　　　入　　　　　合　　　　　計 779,618 680,875 1,460,493
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千円

支　　　　　　　　出

千円

款 項 目 補正前の額 補　正　額 計 備　　　　　　　　考

1 資 本 的 支 出 1,602,473 907,900 2,510,373

1 建 設 改 良 費 1,202,202 907,900 2,110,102

2 工 　  事  　 費 1,180,000 907,900 2,087,900

支　　　　　出　　　　　合　　　　　計 1,602,473 907,900 2,510,373

千円 千円
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令和 3 年度　茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和 3 年 4 月 1 日から令和 4 年 3 月31日まで）
（単位　千円）

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 金　　　　　額

 1　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

資産減耗費

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

修繕引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入

受取利息及び配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

 2　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金による収入

191,244

994,531

300

10,632

262

△ 176,170

△ 449,388

△ 622

51,070

△ 424,609

　 △ 721,253 

△ 524,003

622

　　△ 51,070 

△ 574,451

△ 1,942,572

483,225
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工事負担金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

 3　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

　　　　9,880 

△ 1,449,467 

966,400

　 △ 374,769 

591,631

 

△ 1,432,287

　　8,056,277 

6,623,990 
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令和 3 年度　茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業予定貸借対照表

（  令  和  4  年  3  月  31  日  ）
（単位　千円）

資　　　産　　　の　　　部

1 固 定 資 産

（1） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 641,248 

ロ 建 物 4,126,389 

減価償却累計額 　 △ 2,319,924 1,806,465 

ハ 構 築 物 14,609,091 

減価償却累計額 　 △ 7,557,525 7,051,566 

ニ 機 械 及 び 装 置 26,892,417 

減価償却累計額 　△ 19,129,718 7,762,699 

ホ 車両及び運搬具 5,556 

減価償却累計額 　　　 △ 4,777 779 

ヘ 工具器具及び備品 137,170 

減価償却累計額 　　　△ 71,774 65,396 

ト 建 設 仮 勘 定 　　　2,105,429 

有形固定資産合計 19,433,582

（2） 無 形 固 定 資 産

イ そ の 他
無 形 固 定 資 産 　　　　　 252

無形固定資産合計 252

（3） 投資その他の資産

イ そ の 他 投 資 　　　　　　20
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投資その他の資産合計 　　　　　　20

固 定 資 産 合 計 19,433,854

2 流 動 資 産

（1） 現 金 ・ 預 金 6,623,990 

（2） 未 収 金 　　　 681,668 

流 動 資 産 合 計 　　  7,305,658 

資 産 合 計 　　26,739,512 

負　　　債　　　の　　　部

3 固 定 負 債

（1） 企 業 債

イ 建設改良費等に
充 て た 企 業 債 　　  3,359,364 

企 業 債 合 計 3,359,364 

（2） 引 当 金

イ 退職給付引当金 171,324 

ロ 修 繕 引 当 金 　　　 182,828 

引 当 金 合 計 　　　 354,152 

固 定 負 債 合 計 3,713,516

4 流 動 負 債

（1） 企 業 債

イ 建設改良費等に
充 て た 企 業 債 　　　 352,036 

企 業 債 合 計 352,036 

（2） 未 払 金 939,038

（3） 引 当 金
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イ 賞 与 引 当 金 　　　　14,952 

引 当 金 合 計 14,952 

（4） その他流動負債 　　　　　　19 

流 動 負 債 合 計 1,306,045 

5 繰 延 収 益

長 期 前 受 金 22,244,776 

収 益 化 累 計 額    △ 14,152,813 

繰 延 収 益 合 計 　　　8,091,963 

負 債 合 計 13,111,524

資　　　本　　　の　　　部

6 資 本 金 12,733,404

7 剰 余 金

（1） 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 221,171 

ロ 工 事 負 担 金 　　　 280,446 

資 本 剰 余 金 合 計 501,617 

（2） 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 　　　 392,967 

利 益 剰 余 金 合 計 　　　 392,967 

剰 余 金 合 計 　　　  894,584 

資 本 合 計 　　 13,627,988 

負 債 資 本 合 計 　　 26,739,512 
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Ⅰ　重要な会計方針

 1 固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法によっている。

・主な耐用年数

建物 13 ～ 50 年

構築物 10 ～ 50 年

機械及び装置 6 ～ 22 年

工具器具及び備品 5 ～ 20 年

（2） 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法によっている。

・主な耐用年数

施設利用権 15年

（3） リース資産

リース取引開始日が平成 26 年 3 月 31 日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

 2 引当金の計上方法

（1） 退職給付引当金

 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。

（2） 賞与引当金

 職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（3） 貸倒引当金

 貸倒実績率等による回収可能性を検討し、不納欠損が見込まれる場合は、回収不能見込額を計上する。

（4） 修繕引当金

 毎年度行われる通常の修繕が行われなかった場合において、当該修繕の必要性が確実に見込まれるときは、支出予定額を計上する。

注　　　　　　　 　記
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 3 消費税及び地方消費税の会計処理

予算の実施計画書等については、税込方式によっている。なお、財務諸表については税抜方式によっている。

Ⅱ　セグメント情報の開示

単一の事業を運営しているため、セグメントは設けていない。

Ⅲ　リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

Ⅳ　その他

新会計基準移行に係る経過措置

　修繕引当金に関する経過措置

　平成 26 年 3 月 31 日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。
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千円千円

令和 3 年度　茨城県流域下水道事業会計補正予算実施計画

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

千円千円 千円

款 項 目 補正前の額 補　正　額 計 備　　　　　　　　考

1 資 本 的 収 入 4,531,255 512,400 5,043,655 

1 国 庫 補 助 金 2,373,879 287,450 2,661,329 

1 国 庫 補 助 金 2,373,879 287,450 2,661,329 

2 企  　 業  　 債 1,349,200 112,400 1,461,600 

1 企  　 業  　 債 1,349,200 112,400 1,461,600 

3 負  　 担 　  金 807,801 112,550 920,351 

1 建 設 負 担 金 807,801 112,550 920,351

収　　　　　入　　　　　合　　　　　計 4,531,255 512,400 5,043,655 
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千円

支　　　　　　　　出

千円

款 項 目 補正前の額 補　正　額 計 備　　　　　　　　考

1 資 本 的 支 出 6,717,238 512,550 7,229,788 

1 建 設 改 良 費 4,166,499 512,550 4,679,049 

2 工 　  事  　 費 3,981,287 512,550 4,493,837

支　　　　　出　　　　　合　　　　　計 6,717,238 512,550 7,229,788

千円 千円
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令和 3 年度　茨城県流域下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和 3 年 4 月 1 日から令和 4 年 3 月31日まで）
（単位　千円）

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 金　　　　　額

 1　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

資産減耗費

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入

受取利息及び配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未収収益の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

 2　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

261,131

7,731,959

116,462

17,080

1,246

△ 6,310,118

△ 43

357,201

△ 679,438

△ 94,236

  △ 2,021,037

△ 619,793

43

　  △ 357,201

△ 976,951 

△ 4,282,234

73

51流域下水道事業



国庫補助金による収入

工事負担金による収入

関連事業による収入

基金積立による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

 3　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

その他企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

2,661,329

836,683

295

　  △ 136,011

△ 919,865 

995,600

466,000

△ 2,027,916

　  △ 369,972

△ 936,288 

△ 2,833,104

　　6,061,776 

3,228,672
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令和 3 年度　茨城県流域下水道事業予定貸借対照表

（  令  和  4  年  3  月  31  日  ）
（単位　千円）

資　　　産　　　の　　　部

1 固 定 資 産

（1） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 11,030,649 

ロ 建 物 43,823,984 

減価償却累計額   △ 26,474,037 17,349,947 

ハ 構 築 物 239,558,592 

減価償却累計額  △ 126,009,514 113,549,078 

ニ 機 械 及 び 装 置 138,954,631 

減価償却累計額  △ 109,829,298 29,125,333 

ホ 車両及び運搬具 13,984 

減価償却累計額 　　　△ 11,414 2,570 

ヘ 工具器具及び備品 653,048 

減価償却累計額 　　△ 538,777 114,271 

ト 建 設 仮 勘 定 　　  7,611,602

有形固定資産合計 178,783,450

（2） 無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 　　　　　 132

無形固定資産合計 132

（3） 投資その他の資産

イ 基 金 2,187,379 
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ロ そ の 他 投 資 　　　　　　27

投資その他の資産合計 　　  2,187,406

固 定 資 産 合 計 180,970,988

2 流 動 資 産

（1） 現 金 ・ 預 金 3,228,672

（2） 未 収 金 2,056,037

（3） 未 収 収 益 　　　  131,963

流 動 資 産 合 計 　　  5,416,672

資 産 合 計   　186,387,660 

負　　　債　　　の　　　部

3 固 定 負 債

（1） 企 業 債

イ 建設改良費等に
充 て た 企 業 債 20,944,683 

ロ その他の企業債 　　  3,572,521 

企 業 債 合 計 24,517,204

（2） 引 当 金

イ 退職給付引当金 　　　  145,975 

引 当 金 合 計 　　　  145,975 

固 定 負 債 合 計 24,663,179

4 流 動 負 債

（1） 企 業 債

イ 建設改良費等に
充 て た 企 業 債 1,878,867

ロ その他の企業債 　　　  340,723 
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企 業 債 合 計 2,219,590

（2） 未 払 金 2,371,215

（3） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 　　　　38,770 

引 当 金 合 計 38,770

（4） そ の 他 流 動 負 債 　　　　　 463 

流 動 負 債 合 計 4,630,038

5 繰 延 収 益  

長 期 前 受 金 350,003,681 

収 益 化 累 計 額  △ 218,691,781 

繰 延 収 益 合 計 　  131,311,900 

負 債 合 計 160,605,117

資　　　本　　　の　　　部

6 資 本 金 16,943,164

7 剰 余 金

（1） 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 5,933,339 

ロ 他 会 計 補 助 金 53,067 

ハ 工 事 負 担 金 　　  1,391,895

資 本 剰 余 金 合 計 7,378,301

（2） 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 　　  1,461,078 

利益剰余金合計 　　  1,461,078 
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剰 余 金 合 計 　　  8,839,379 

資 本 合 計 　　25,782,543 

負 債 資 本 合 計   　186,387,660
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Ⅰ　重要な会計方針

 1 固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法によっている。

・主な耐用年数

建物 8 ～ 50 年

構築物 10 ～ 50 年

機械及び装置 8 ～ 22 年

工具器具及び備品 5 ～ 20 年

（2） 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法によっている。

・主な耐用年数

地上権 5 年

（3） リース資産

リース取引開始日が平成 26 年 3 月 31 日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

 2 引当金の計上方法

（1） 退職給付引当金

 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。

（2） 賞与引当金

 職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（3） 貸倒引当金

 貸倒実績率等による回収可能性を検討し、不納欠損が見込まれる場合は、回収不能見込額を計上する。

（4） 修繕引当金

注　　　　　　　 　記
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毎年度行われる通常の修繕が行われなかった場合において、当該修繕の必要性が確実に見込まれるときは、支出予定額を計上する。

 3 消費税及び地方消費税の会計処理

予算の実施計画書等については、税込方式によっている。なお、財務諸表については税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表

企業債の償還に係る他会計の負担

予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度の末日の翌日から起算して 1 年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、16,241,725 千円

である。

Ⅲ　セグメント情報の開示

単一事業を運営しているため、セグメントは設けていない。

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

Ⅴ　その他

退職給付引当金の取崩し

退職手当の期末要支給額を超過した 11,307 千円を取り崩す。
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